
平
成

™
œ
年

˜
™
月

™
�
日
木
曜
日

(
号
外
第

™
Ÿ
™
号
)

官
報

d その他配偶者暴力相談支援センターの取組
支援センターは、各々の実情を踏まえ、事案に応じ、離婚調停手続、子どもへの面接交渉、
多重債務問題等について各種の法律相談窓口を紹介するなど、被害者の自立を支援するために
必要な措置を講ずることが望ましい。日本司法支援センター（愛称：法テラス）においては、
資力の乏しい者に無料法律相談を実施したり、裁判代理費用、裁判所へ提出する書類作成費用
の立替え等の援助を行う民事法律扶助業務を行っており、事案に応じ、法テラスの利用に関す
る情報提供を行うことが望ましい。
また、住民票の記載がなされていない場合であっても、介護保険法（平成９年法律第123号）
に基づく要介護認定等を受けて、施設介護サービス費の支給等の介護給付等を受けることが可
能であることや、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法
律第123号）に基づく施設入所支援等についても同様に、支給決定を受けることが可能である
ことについて、事案に応じた情報提供等を行うことが必要である。
なお、住民票を移していない場合等の一般旅券の発給に関しては、各都道府県の一般旅券申
請窓口に相談するよう、事案に応じた情報提供等を行うことが必要である。

８ 保護命令制度の利用等
\ 保護命令制度の利用
法第３条第３項第５号において、支援センターは、保護命令の制度の利用について、情報の
提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこととされている。
ア 被害者への説明
支援センターは、被害者に対し、保護命令制度について説明し、被害者が保護命令の申立
てを希望する場合には、申立先の裁判所や申立書等の記入方法等についての助言を行い、被
害者が円滑に保護命令の申立てができるようにすることが必要である。その際には、保護命
令の手続の中で、申立書や添付した証拠書類の写し等が裁判所から相手方に送付されること
となること、緊急に保護命令を発令しなければ被害者の保護ができないなどの場合において、
暴力等の事実など保護命令の発令要件の証明が可能なときは、審尋等の期日を経ずに発令す
るようにその事情を申し出ることができることなどについても、被害者に対し説明すること
が必要である。また、保護命令の申立てから決定までの間については、事案に応じ、被害者
の一時保護を検討するとともに、被害者に対し、自身の安全の確保に十分留意するよう説明
することが必要である。
また、保護命令の申立て後に申立てが却下された場合や、命令の発令後に被害者がその取
消しを申し立てた場合等であっても、支援センターでは、被害者の希望に応じ、引き続き相
談、助言等の援助を行うことについて、あらかじめ説明することが必要である。
イ 関係機関への連絡
関係機関への連絡については、必要に応じ、支援センターが地方裁判所に対し、支援セン
ターの連絡先、裁判所内で加害者が被害者を待ち伏せするおそれがあることから警備が必要
であること、支援センターの関係者が申立人の裁判所への出頭に付き添うこと等を連絡する
ことが考えられる。
また、保護命令が発令された後の被害者の安全確保を速やかに行うため、支援センターに
相談した被害者が保護命令の申立てを行う際には、事前に警察に情報提供を行うことが望ま
しい。
なお、保護命令の具体的な手続は、別添のとおりである（別添参照）。

] 保護命令の通知を受けた場合の対応
ア 警察
法第15条第３項において、保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及
びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するも
のとされている。

９ 関係機関の連携協力等
法第９条において、支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関係機
関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよう、相
互に連携を図りながら協力するよう努めるものとすることとされている。
\ 連携協力の方法
被害者の支援のためには、法に掲げられた機関を始め、人権擁護委員や、関連する施策を所
管する関係機関が共通認識を持ち、日々の相談、一時保護、自立支援等様々な段階において、
緊密に連携しつつ取り組むことが必要である。
このためには、支援センターを中心とした関係機関の協議会の設置、被害者の支援のモデル
ケースを想定し、マニュアル等の形で関係機関等の相互の協力の在り方をあらかじめ決めてお
くこと等が有効であると考えられる。

] 関係機関による協議会等
ア 協議会等の構成
協議会等の設置に当たっては、関係部局や機関の長により構成される代表者会議、被害者
の支援に直接携わる者により構成される実務者会議、実際の個別の事案に対応する個別ケー
ス検討会議等、重層的な構成にすることが望ましい。

警察において同項による通知を受けた場合は、速やかに被害者と連絡を取り、被害者の意
向を確認した上で被害者の住所又は居所を訪問するなどして、配偶者からの暴力による被害
を防止するための留意事項及び緊急時の迅速な通報等について教示することが必要である。
被害者の親族等への接近禁止命令が発令されている場合は、これらの者に対しても加害者か
らの暴力による被害を防止するための留意事項及び緊急時の迅速な通報等について教示する
ことが必要である。
また、加害者に対しても、保護命令の趣旨及び保護命令違反が罪に当たることを認識させ、
保護命令が確実に遵守されるよう指導警告等を行うことが必要である。
警察が同項に基づく通知を受けた場合で、その通知に係る保護命令について支援センター
へも通知が行われたときには、被害者の安全確保について、支援センターと警察が連携して
被害発生の防止に努めることが必要である。具体的には、警察が把握した加害者の言動等に
ついて、支援センターと情報の共有を行い、被害者の保護に努めることが考えられる。
なお、保護命令違反のほか、加害者が、被害者に対し、暴行、傷害、脅迫、住居侵入、器
物損壊、ストーカー行為等刑罰法令に触れる行為を行った場合には、被害者の意思を踏まえ、
各種法令を適用した措置を厳正に講ずることが必要である。
イ 配偶者暴力相談支援センター
法第15条第４項において、保護命令を発した場合であって、支援センターの長に相談等を
求めた事実があり、かつ、申立書にその旨の記載があるときには、裁判所書記官は、速やか
に保護命令が発せられた旨及びその内容を当該支援センターの長に通知するものとされてい
る。
支援センターにおいて同項による通知を受けた場合は、速やかに被害者と連絡を取り、安
全の確保や、親族等への接近禁止命令が出された場合には、当該親族等へその旨連絡するこ
と等、保護命令発令後の留意事項について情報提供を行うことが必要である。また、被害者
の住所又は居所を管轄する警察に対して、特に被害者が一時保護所、婦人保護施設等を退所
する場合、遠隔地へ避難する場合、転居の連絡を受けた場合等に、被害者の安全確保に必要
な情報を提供するとともに、警察から、保護命令を受けた加害者の状況等に関する情報の提
供を受け、警察と連携を図って被害者の安全の確保に努めることが必要である。事案に応じ、
支援センターの職員と警察職員が同席して、保護命令発令後の被害者の安全確保の方法等に
ついて検討することも考えられる。
また、必要に応じ、支援にかかわる関係機関及び民間団体に対して、保護命令が発せられ
たこと及びその内容を伝え、被害者の安全確保に一層配慮することや、危険性が高いと考え
られる場合には、遠隔地への避難を検討するなど、保護命令の発令を踏まえた今後の支援の
方針について、共通の認識を持てるように関係機関等と連絡調整を行うことが望ましい。
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